EU・地中海自由貿易圏設立構想-マグレブ諸国との経済関係を中心として- by 吉田,敦
商学研究論集
第10号　1999．2
　　EU・地中海自由貿易圏設立構想
一マグレブ諸国との経済関係を中心として一
Programme　of　the　Euro－Mediterranean　Free　Trade　Zone
博士前期課程　商学専攻　1997年入学
　　　吉　　田　　　　　敦
　　　　　　　　Atsushi　Yoshida
目次
1．EU・地中海パートナーシップ構想
［．構造調整とマグレブ諸国の債務問題
　1　モロッコの債務問題と民営化
　2　チュニジア，EUへの接近と債務問題
　3　アルジェリアの改革路線と債務問題
結語
1．EU・地中海パートナーシップ構想
　EU・地中海パートナーシップ構想は，新地中海政策として1994年に提示された。翌年，1995年11
月，EUとDCMB（Developing　Countries　of　the　Mediterranean　Basin：環地中海発展途上諸国）との
間で開催された第一回EU・地中海諸国会議（バルセロナ・サミット）では，　EU　15ヶ国，地中海諸
国12ヶ国1が参加，2010年までに地中海自由経済圏の創設を目指すとことで合意した。同会議では，
地中海諸国間の地域的格差を考慮し，バランスのとれた持続可能な経済発展を促進するためバルセロ
ナ声明が確認された。声明は，政治，経済，文化3分野にわたる両地域間の関係推進を謳っており，
以下の三点を骨子として構成されている。①平和と秩序安定にむけた地域創出のための政治・防衛上
の協力，②漸次的な自由貿易圏の創出にむけた地域発展に寄与する経済・金融上の協力，③参加国の
市民社会間交流の増大に向けた社会・文化・人的協力2。また，1997年4月にマルタで開催された第
二回EU・地中海諸国外相会議では，地中海諸国への投資の強化が強調された。第三回EU・地中海
諸国外相会議は1999年前半ドイツでの開催が予定されている3。
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　世界銀行は，地中海諸国の新経済政策を「実行可能な課題への試み」（challenging　and　yet　feasible
scenario）と評価して，当該地域のGDPを2010年までに2倍に増加させることを提案している。そ
のためには，1990～2000年の間にGDPを年率3％，2000～2010年の間にGDPを年率5％引き上げ
ることが課題（目標）であるとした4。
　EU・地中海パートナーシップ構想の推進は大規模な経済的・社会的変動を要請し，さらにその推
進のためにはEUによる金融的支援が不可欠である。なお，1994年10月19日に開催された委員会で
はインフラ，教育等の経済・社会体制移行の支援のためEIB（European　lnvestment　Bank：欧州投資
銀行）の予算枠から95～99年の5年間で55億ECU（44億ドル）を提案している5。さらにEUは，
自由貿易合意の達成だけでなく当該地域における持続可能な発展にもとついた経済の近代化，同時に
当該地域の社会的平等・アイデンティティを維持しうるものとして同構想を位置づけている6。
　EUと地中海諸国間での交渉が加速されたのは，1969年モロッコ，チュニジアによるEUとの連
合協定の締結，続く1970年にはイスラエルとスペイン間での特恵貿易合意（preferential　trade　agree－
ment）が締結されたことに見ることができる。そうした合意は統一のとれたものとはいえず，見る
べき成果をあげることはできなかったが，1972年，ECは“グローバル地中海諸国政策”を打ち出す
ことで更なる展開を図った。政策の目的は，マグレブ諸国とのグループ交渉で，さらにマシュレク諸
国との交渉をすすめることで地中海諸国の組織的統一を図ろうとしたものであった。進展に更なる契
機を画したのが，1976年に締結されたEU・マグレブ連合協定で，この合意により共同体市場に対し
て工業製品輸出および農産物輸出の特別条項による自由なアクセスが可能となり，さらに金融援助，
EU内のマグレブ移民労働者に対する社会保障の向上が提案された。それにより1977年1月には，
EUとマシュレク諸国間においても協定の進展がみられた7。さらに80年代を通して，　EUは地中海
諸国との経済関係を深めていき，同時に地中海諸国も各国の経済諸改革を推進してきた。そうした改
革プロセスは時期・歴史的変遷ともに多様性に富んでいるが，基本的な潮流は経済の開放とより市場
志向的なアプローチを目指すものである。
　しかしながらEUと地中海諸国間の経済発展レベルのギャップは極めて大きく，自由貿易圏への
移行に際して地中海諸国における競争力の強化が国内改革を通じて補完される必要がある8。この際，
論点となるのは，海外直接投資（FDI）の促進により，地中海諸国で不足している資本，技術等の移
転を可能にし，経済成長を高めることを前提として，地中海諸国への経済的波及効果を創出し，市場
競争力の強化を促すというものである。これは，EMA（Euro－Mediterranean　Agreement：ユーロ・
地中海合意）下で規定されている貿易の自由化によって，企業は生産規模を増加させ，効率の向上を
図り，長期的にはEMAのすべての参加国に対して恩恵をもたらすという主張9である。　EMAは，
チュニジア，モロッコ，イスラエルと締結され，エジプト，レバノン，パレスチナとは交渉過程にあ
る。
　なおEMAの要旨としては以下の五点が挙げられる10。
　①12年間で工業製品に対するすべての関税を漸進的に除去（撤廃）する。
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　②2000年をめどにした農産物に対する段階的・制限付きの貿易の自由化。
　③サービスに関してEMAはGATSの既定条件に絶対的に従うものとする。
　④企業設立権の自由化基準は，WTOの規定を超えてはならない（レバノンを除く）。
　⑤EMAはEUの基本的競争原理への適合を試み，5年以内に非関税障壁の漸次的除去，相互安
　　　全保障条約の締結，反ダソピソグ規定を施行する。
　EU委員会を中心とした国際諸機関（世銀・IMF）も同様に自由化は地中海諸国の競争力の強化に
つながると主張している。
　IMFは以下の四つの点で長期的な利益が地中海諸国側に生ずると指摘している11。
　①貿易の自由化の結果，各国が比較優位を有する部門への再配置が生産部門間で行われる。
　②多くの南地中海地域（以下SMR：Southern　Mediterranean　region）に現在蔓延している反輸
　　　出志向（anti－export　bias）を低減させる。
　③諸国は外国投資をより誘致することができる。
　④産業の再構築が促進される。
　その際IMFが前提として提示しているSMR経済の指標は以下のように集約することができる。
　①マク・経済の安定化：特に輸入障壁の除去に対応したレート，緊縮財政と為替レートの過大評
　　　価の修正。
　②関税収益依存度の低減：自由貿易圏の移行により政府の関税収益が減退するため，国内ベース
　　　の課税と支出制限を強調。
　③対外債務負担の削減
　④高度な開放経済体制：域内参入時における構造的ショックを最小化するため関税の削減と割当
　　　数量の撤廃。
　⑤自由調整枠組み：各国経済における資源再配置の効率化と民営化の促進
　⑥包括的社会セーフティネットの構築：域内参入時における一時的な失業に対応する支援策・職
　　　業訓練など12。
　このようにEUを中心とした国際諸機関は地中海諸国側との経済協力の推進を画策しているが，
両地域における経済的，政治的，社会的ギャップは依然として大きい。以下では両地域の貿易状況を
捕捉してみよう。
　まずEU・地中海諸国間における貿易構造の特徴としては，①市場アクセスに関する優遇政策，②
EU市場と地中海諸国間での強固な垂直的結合関係，③地中海諸国側での不十分な輸出の多様性，④
恒常的なEUの貿易黒字が挙げられる。図1に見られるように，　EUから地中海諸国への総輸出額は，
1993年には500億ドル，1994年には541億ドルであり，他方，地中海諸国からEUに対する総輸出額
はそれぞれ295億ドル，326億ドルを計上しており，EUの地中海諸国に対する貿易黒字は年々増加
している。EUの地中海諸国に対する貿易収支の黒字は1994年の104億ECUから1995年には140億
ECUに達し拡大の傾向を深めている。
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図1EUの地中海諸国1）に対する貿易状況
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1）アルジエリア，キプロス，エジプト，イスラエル，パレスチナ自治政府　ヨルダソ、レバノソ，マルタ，モ
ロッコ，シリア，チ＝ニジア，トルコの12ヶ国を指す。
　貿易の比率に関しても図2に見られる通り，EUから地中海諸国への輸出はEU全体の輸出量の
11．7％（1996年），輸入は8．5％（1996年）であるのに対して，地中海諸国からEUへの輸出は地中海
諸国全体の輸出量の約50％13であり，輸入も同様に50％を占めている。しかしながら，地中海諸国相
互間における貿易の比率は輸出で6．2％，輸入で3．6％と低い割合を推移しており，EU・地中海諸国
の垂直的な貿易関係は強力な結合関係を結んでいるのに対して，地中海諸国間域内における相互の水
平的な貿易関係は統合深化の傾向が進展していないことがわかる。
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　かかる状況のなかでEMAの可能性に懐疑的な主張がなされている。サラーノ（Daniel　Salano）
は「地域統合と経済の近代化という呼び声のもとで収敏される必然的帰結としての貿易の自由化，そ
うした論理展開は結局のところ『ポスト・コロニアル』ということだ」14と述べている。また，シャ
フィ　（Salah　adbel　Shafi：Director　of　Development　Resources　Center，　Palestinian　economist）は「ユ
ーロ・地中海パートナーシップ構想でもし本当に公平なものがあるとすれぽ，それはヨーロッパの有
利な立場のもとでなされるのである。ヨーロッパの政策手段だけが，ユーロ・地中海問の双方向貿易
を推進することができ，貿易と資本移動のみの協力関係は地中海諸国共通の不満を生み出すだろ
う」15と述べている。
　全般的な地中海諸国の傾向によってのみEUと地中海諸国の今後の貿易関係・経済パターンを把
握することは当該地域を構成している各国別の相違を看過してしまうことになるだろう。しかし上述
したように，ヨーロッパと地中海諸国間の間には様々な経済的・政治的阻害要因が前提として問題な
る。それは以上のような貿易構造の相違からくる垂直的生産構造もその一つであり，地中海諸国自身
が共通した市場を有していない細分化（segmentation）の状態もヨーロッパと大きな相違をなして
いる。1989年2月，マグレブ諸国（モーリタニア，チュニジア，アルジェリア，モロッコ，リビア）
はヨーロッパ経済の成長に対抗すべく規模の経済，地域提携（regional　ethciency），金融協力を促進
する目的でUMA（Union　du　Maghreb　Arab）を結成しているが，　UMAによる地域的経済統合への
協力は何ら実質的な効果をもたらしていない16。
　こうしたことからEU・地中海諸国パートナーシップ構想を考える上でなにより重要なことは，ま
ず地中海諸国側に安定した商業圏，共同市場の確立が急がれるべきではないだろうかということだ。
パソドウェル（Dirk　Vandewalle）et以下のように指摘している。「域内貿易依存度がすでに非常に
高いと同時にヘゲモニー国もしくは核となる経済が域内における推進力として存在するときのみ，経
済統合は成功裡に行われるだろう。北アフリカの問題点の一つは，他国を地域統合へとうまく導くよ
うなヘゲモニー国としての国家がただ一つも現出していない」17。EUと地中海諸国における自由貿
易圏の確立のためには，各国別の経済的歴史推移を把握した上で，世界経済への参入と強力な地域経
済圏の創出といったく新たなリージョナリズム〉の道程を照射するとが肝要ではないだろうか。
　以上，EUと地中海諸国，両領域における貿易関係を基軸にEU・地中海パートナーシップ構想の
可能性と問題点を概観してみたが，皿では地中海諸国のなかで重要な位置を占めているマグレブ諸国
の経済状況を考察していく。
皿．構造調整とマグレブ諸国の債務問題
　’マグレブ諸国の経済政策を考慮する上で重要なことは各国政府の市場介入・管理状況の強度がどの
程度行われたかということである。アルジェリアでは1960年代後半以降（1965～78年，ブーメディ
エソ政権），外国企業と地下天然資源の経済部門で徹底的な国有化および社会主義経済建設が行われ
た。それとは対照的にモロッコ，チュニジアでは，政府は国際分業の枠組みのなかで外国資本に対し
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て経済の自由化を漸次行ってきた。こうした状況のなかで資本主義世界経済への接近的統合という枠
組みのなかでのプロセスを評価に入れ，アミソ（Samir　Amin）はモロッコ，チュニジアを「開放国
家資本主義モデル」（open　state　capitalism），アルジェリアのような国際経済の種々な環境のなかで
自律的経済の建設を志向した国家社会主義の論理を色濃く持つ「人民主義的国家資本主義モデル」
（populist　state　capitalism）の二つに分類されると指摘している18。
　1980年代初頭，世界市場における原料価格の下落により，マグレブ諸国は経済的危機に陥った。
対外的な資本収益率が減少する一方で，直接・間接による工業生産の育成を遂行すべく当該諸国は
80年代，90年代を通してそうした国際環境の変化への対応策を一貫して模索してきた。こうした計
画の遂行過程において政府は国際的な借り入れを行い，それに伴って各国の累積債務額は拡大してい
った。債務問題の打開に向けて早くから開放経済に移行していったモロッコ，チュニジアは80年代
後半よりIMFによる構造調整プログラムの洗礼を受けるようになる。アルジェリアも95年に入り
IMFの介入を受けはじめた。そうした状況は世界経済の趨勢（グローパリゼーショソ）の不可避的
な帰結なのだろうか。同時に前章で論じてきたように，マグレブ諸国は現在，EUとの自由貿易圏の
確立に向けたリージョナリゼーショソの一過程を歩んでおり，すでにチュニジアはその準備段階に入
ってきている。だが，依然として図3に示される通り三力国の累積債務残高は巨額であり，かくて
そうした問題とリージョナリズムの進行に伴う各国間による開放経済への移行過程を政府が如何にし
て調整していくかが今後の重要な課題といえる。
　初めにマグレブ諸国における貿易の構造を概観してみよう。アルジェリアにおいては対EU輸出
の93％が炭化水素（天然ガス，石油）であるのに対して，チュニジア，モロッコでは工業製品の比
率が高い。そうした工業製品のなかでも，両国においては，繊維・衣料製品といった軽工業部門に特
化している。つまり資本集約的な工業製品の生産は行われておらず，マグレブ諸国のEUに対する
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輸出は依然として狭い範囲の第一次産品や繊維工業の輸出に集約されヨーロッパの下請的産業に従事
しており，その多様化は実現されていないことがわかる（図4）。チュニジアにおける繊維産業の輸
出は，そのうちの約70－80％がオフショア企業（外資）によって生産されたものであり，当然，関税
・課税の対象からは除外されている19。
図4－1アルジェリアのEUに対する輸出比率（1995）
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　こうしたマグレブ諸国においても，アルジェリアでは80年代を通して自国の貿易構造に大きな変
化は見られていない。アルジェリアの石油・天然ガスといったエネルギー部門のシェアは80年には
99％，88年には96％であり一貫して単一資源輸出国に特化しているのがわかる。しかし，チュニジ
ア，モロッコにおいては，工業製品のシェアはそれぞれ80年36％，24％であったのに対し，88年には
66％，47％へと増加の傾向を強め，95年には両国とも図で示した通り70～80％のシェアを占めるよう
になり，経済構造に大幅な転換が見られた20。
　モロッコ，チュニジアの両国は植民地時代からのフランス利益の手中にあった産業を徐々に現地資
本（10cal　capital）へと移行させていくことで経済の発展を遂行した。工業発展における政府の役割
は，工業が民間資本の誘致の成功に伴い相対的に低下していった。しかしながら1960年代の工業化
は建設資材，燐鉱石業，肥料加工業，電気産業におけるものが多くあったが，耐久消費財は外国市場
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向けの組み立て業に限られ，生産の国際競争力は本質的に低廉な労働コストに依存していた。そうし
た部分的な（下請け産業的な）工業化は1970年代両国の外国資本に対する依存を深めていく結果と
なる。
　チュニジアでは，1970年代を通して外国直接投資が顕著に増大し，資本フローの1／3にまで達し
た。だがそのほとんどは石油業に投資され，FDIはチュニジア国民資本にとって工業においてもま
た重要であった。例えぽ，352のプロジェクトの85％が1972年4月工業輸出促進政策の枠組みのなか
で実現され，それらは外国の企業と，独自に，もしくは地域の利益と提携する形で概して西欧の中小
企業によってなされた。
　モロッコにおいても民間工業部門の拡大は外国資本の参入拡大に密接に関係して現出される。
1982年の投資規約によってそれまでの制限が除去され，外国資本構成の優勢な民間資本に関連した
完全自由化の方向に向けて移行していった21。このように「開放国家資本主義モデル」は，国内経済
の開放によって国際的な資本連鎖への統合を深めていく過程として考えられる。しかしながら前述し
た通りマグレブ諸国の累積債務残高は依然として巨額である。以下ではそうした債務問題に焦点をあ
て，各国の歩んできた経済政策プロセスがどのようにその国の命運を左右していったかを論考してい
きたい。
1モロッコの債務問題と民営化
　モロッコのGNPに占める債務返済額は1985年の146％を頂点として，1990年には95．6％，1996年
には61．1％と低下の傾向を見せているが，デット・サービス・レイシオ（DSR）は1982年の42．3％
を頂点として1990年21．7％，1992年40．1％，1996年27．7％と80年代，90年代を通して20％から40％
の間を推移しており，慢性的な外貨不足と国際的債務負担が問題となっている。
図5モロッコの債務返済比率（US＄million）
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　モロッコでは1983年から数度のリスケジュールがなされ，1984年にはIMF・世銀による構造調整
プログラムが開始，公共支出の削減と民間セクターの活性化による財政・貿易赤字の削減，通貨・債
務返済危機の抑制，基軸通貨と現地通貨の適正な交換比率の実現を図りインフレを抑制するために中
央銀行による国内信用供与の限度の設定が目的とされ，強力な民営化が推進された22。さらにこうし
た構造調整プログラムは通例どおり輸入代替政策を抑制し，外国資本投資に対する開放と輸出主導生
産に向けた開放を促したため，1990年以降民間投資，FDIは以下の図6の通り急速に拡大上昇した。
　モロッコ政府は1991年，電気・水道・電信・鉄道・工業・航空を除くすべての民営化プログラム
を表明。1994年には，そうした『戦略的資産』（strategic　assets）までもが民営化プログラムに組み
込まれていった23。1993年から1995年の間の三年間で16の企業，16のホテルが民営化され，そのう
ち8企業，4つのホテルが外国資本によるものである。モロッコ政府の発表によると，1998年まで
に民営化予定の企業，ホテルは114にのぼり，そのうちの約35％が外国資本に対して売却され，出資
国のほとんどはフランス，スイス，アメリカ，イギリスが占めている24。さらに1995年には鉱物業
（コパルト，銅，銀，マンガン，螢石）にまで及ぶ民営化が行われた。民営化法案が成立した1989年
当初，政府は規模の経済を有する産業や抽出産業の民営化が国営企業の所有・管理の非効率性を撤廃
し国内独占の削減に導くことによって分配の平等性を高め，民営化によって得た収益でインフラ投資
や衛生・教育・住宅を優先した社会サービス投資を促進すると主張していた25。しかしながら規模の
経済性を持つ産業や抽出産業（燐鉱業）の民営化は，富裕者と権力者に有利な形での富の所得分配を
促すことによって構造的不平等性を激化させるという批判が生じている。国有部門は，確かに非効率
性の欠点は指摘されるものの，雇用の創出，生活必需品やコスト以下のサービスの供給をもたらして
きた。そうしたダイナミズムをモロッコ国民は経済成長に利用してきた面も少なくない26。
　ウワラル蔵相（Fathallah　Oualalou）はモロッコの財政赤字の削減に向けた民営化を促進，2001年
一　389　一
には財政赤字をGDPの1％（現在は3．5％）にすると表明し，その上でさらなる民営化の必要性を訴
え，電信（telecommunication）の民営化により1998年全予算の約15％の収益を得ることになるだろ
うと述べた。また1997年政府はスウェーデン企業（Sweden－based　Saudi　Corral　Petroleum）に二つ
の国有石油企業（Samir　and　Soci6t6　Ch6rifienne　des　P6troles）を400億ドルで売却し，さらにモロッ
コ外国商業銀行（Banque　Marocain　du　Commerce　Exterieur）をドイツの商業銀行と日本の野村信託
に18000万ドルで売却している27。
　このようにモロッコは，80年代末以降自国の経常収支赤字と国営企業の非効率性改善のため一貫
して民営化を推進してきた。1996年，GDPに占める国営企業の割合および雇用者所得に占める割合
は，各々約12％にすぎない28。モロッコはこうした対外開放政策にもとづき，拡大深化する世界経済
への対応手段を模索，接近を試みてきた。このためIMF・世銀から同国（チュニジアも）は「優等
生」（good　pupils）と評価を受けてきた29。構造調整プログラムが開始されたモロッコにおけるFDI
の増加は，確かにモロッコの輸出志向型工業戦略にとって全体的な投資と成長の上で重要な役割を果
たしてきた。しかしながら，上述したように債務返済比率は80年代より依然として20％を超え，
GNPに占める債務総額も80年代と同じ比率でありモロッコ経済にとって依然として大きな経済的負
担となっている。実質的な債務総額はアルジェリアほどではないが210億ドル（1996）を超えてお
り，増加の一途を辿っている（図3参照）。また失業率も公式統計では16．9％（1997年845000人）で
あるが，実際はそれ以上に深刻な状況にあることが推定される。今後もモロッコの民営化は促進され
ていくことが予想されるが，即時的な財政収支の均衡にむけた基幹産業（燐鉱業，金融等）の民営化
（とくに外国企業に対する）は長期的には対外的従属を深め，モロッコはさらなる西欧化への道を余
儀なくされることになるであろう。
2チュニジア，EUへの接近と債務問題
　チュニジアは1980年代初頭，パラソスのとれた官民の経済活動が補完しあっている成功した発展
途上国として描き出され，その経済は国内金融および借款，信用供給によって支えられていた。
　1986年，チュニジアの債務危機が顕在化し，リスケと経済収支の不足を補填するためIMFからの
新規ローンと構造調整プログラムが開始され市場志向型発展戦略（market－oriented　development
strategy）が始動，輸入制限の撤廃，生産者と小売価格のコントロール廃止，固定金利率の削減とい
った経済の自由化がすすめられた。さらに15億ドルの部門別調整ローン（sectoral　adjustment　loan）
が農業改革のため世銀によって組まれた。そのため債務返済比率は80年代後半増加，87年のピーク
時には28．5％，GNPに占める債務総額は73．5％にまで上昇した（図7参照）。
　他方で一人当たりのGDP成長率は，1981－1986年平均1．15％であったのに比べ，1987－1994年は
平均2．44％にまで増加している。さらに世銀の報告に拠れぽ，1990年から1994年にかけて構造調整
プログラムの影響が顕著にでており，一人当たりのGDP成長率は2．73％を計上。これは，経済の対
外開放の増加，価格の歪みの減退，国民保健指数（health　Indicators）の改善，教育レベルの向上，
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　FDIは1990年以降，急速に拡大している（図8）。93年までには60以上の公民混合の企業が売却さ
れ外国資本による中規模企業（ジョイント・ベンチャー）への転換を図った。
　こうした増大するチュニジアのFDIの特徴の一つに，オフショア企業法（1972制定）31の存在があ
る。チュニジアの工業製品の輸出成長はこうしたナフショア企業によってもたらされた部分が多く，
チュニジアの商品輸出の1／3～1／2を占めている。こうしたオフショア企業は資本財や投入財を親企
業から輸入する傾向があるため，チュニジアの国内経済に与える影響は限定されている32。結局そう
した制限を突破するためには，チュニジア国内経済の価格競争力と国際的品質規準にまで自国の製品
を向上させる必要がある。
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　以上のように，チュニジアは構造調整プログラムのもと経済の自由化を推進してきたが，そのなか
でもEUとの自由貿易合意（1995年7月締結）が他のマグレブ諸国に先駆けて前進している国とい
える。推定GDPの4．5％の年間貿易利益がチュニジアに生じ，全体の約80％がEUとの貿易を行っ
ており，チュニジア政府の対応も積極的な側面を見せている。ブーゲラ（Slaheddine　Bouguerra）工
業相は，「2008年までに我が国は新興工業国への仲間入りを果たすことになるだろう。さらにその
後，生活水準をヨーPッパのレベルまで引き上げたい」と表明している33。しかしそれでもなおチュ
ニジアの幾つかの部門において輸入制限（とくに農産物），関税が付加されているため，EUはそう
した障害の除去を要求している34。世銀はEUとの自由貿易合意によりチュニジアは（1）関税，非関税
障壁の除去，（2）ヨーロッパの需要に見合った生産物の標準化，（3）運輸，電信の改善による貿易管理費
のコスト縮減といった利益を享受できると算定しており，EUとともにチュニジア経済の自由化を要
請している35。
　しかしこうしたEUとの接近は一方でマイナス要因に働く可能性がある。　EUの不況，あるいは政
治的理由による何らかの阻害要素が生じたときチュニジアは直接的にその影響を被ることになる。さ
らに，前述した通りチュニジアでの工業化は，主として繊維産業や輸入部品組み立て業（assembly
of　Imported　parts）であり，こうした低付加価値商品生産の構造ではチュニジアの貿易赤字は一向に
改善されないという側面がある。チュニジアのEUに対する関税障壁の撤廃はチュニジアのEU市
場へのより有効なアクセスを可能とするだろうが，同時にEUの完成品輸出製品がチュニジアの市
場に参入することも意味し，その際EU製品の競争力とチュニジア製品が市場競争で残存すること
ができるかどうか，長期的に持続可能な経済成長をもたらすのかどうかといった問題は現在未解決の
ままである36。
　本章の冒頭部分においてカテゴライズした通り，モロッコ，チュニジアはその経済発展のための政
策的挺子として「開放国家資本主義」モデルを選択してきた。しかしそれがIMF・世銀の「勧告」
する諸政策規準にしたがった構造調整政策に他ならず，否応無しの国際分業体制という資本連鎖への
統合過程であったことはモロッー＝の民営化，チュニジアの自由貿易圏といった現状から明らかであろ
う。
　こうした状況は，「多くの諸国にとって，おそらく域内，域外における主要な勢力でさえ，国際分
業という“正常”な統合傾向に従う以外，発展はありえない。それは分業体制への適合，そうした制
約への服従」を示している37。かくて国際分業体制への統合の挺子がFDI誘致を如何にして行うか
という戦略に他ならず，モロッコ，チュニジア両国は90年代以降積極的にFDIを受け入れてきた。
だが近年（95年，96年）に入り両国のFDI受入額は低下傾向を示してきている（図6，8）。これはそ
もそもFDI戦略が「より重工業的な中間的水準よりむしろ，輸入代替の軽工業というはるかに低い
水準で頂点に達してしまう」ことに起因しているのではないだろうか。現在，両国は新たな経済戦略
を模索する岐路に立たされている38。
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3　アルジェリアの改革路線と債務問題
　アルジェリア政府は独立当初から国内の民間資本および外国資本の影響力に対して強力な制限を行
使してきた。政府は外国資本の国有化を基礎に，鉱業・銀行・工業，さらに農業に至るまで巨大な公
共生産部門を発達させてきた。同国の選択してきた「人民主義的国家資本主義」モデルは一時的に工
業化を促進し，技術的イソフラの整備の確立を可能にしたが，そうした工業化に必要とされた資本財
は外部世界に強く依存したままであり，さらに政府内のさまざまな政策決定機構における相克が政府
機関・企業の不合理な管理を生み出してしまった39。とりわけ，産油国であるアルジェリアが選択し
た開発戦略とは，地下天然資源の輸出収益を挺子として一挙に近代化しようとするものであり，具体
的には1970年から着手された重化学工業化戦略の発動であった40。アルジェリアの重工業化戦略は，
工業化の保護を目的とし，ナイルブームによる膨大な原油輸出収益とブーメディエソ（Houari
Boum6dienne）大統領による独裁的・強権的開発政策である「工業化のための工業」戦略（indus－
tries　industrialisantes）あったが，当初の炭化水素価格と需要の高水準での維持，同部門に対する投
資の高い経済成長といった予想に反して，世界市場におけるエネルギー価格は実質的に減少した。そ
のためアルジェリアの交易条件と輸出収益は不振し，結果的には非効率な巨大国営企業の生成と累積
債務の肥大化を招いた。したがって同国における膨大な累積債務は1970年代に追及された膨大な原
油輸出収益を見込んだ重化学工業化戦略に起因すると指摘される41。
　同戦略を遂行する上で炭化水素資源の輸出収益のみでは不充分であり，国内においては厳しい価格
統＝消費抑制政策がとられる一方，先進国から輸入される資本財および中間財輸入代金の支払いを賄
うために地下天然資源を担保にして可能な限り国外からの資金導入が図られた42。
　また，オイルショック後のエネルギー価格の実質的な低下は高いインフレ率（二桁）を招き，図
9に示されるように同国は他のマグレブ諸国（モロッコ，チュニジア）と比べ91年（25％）より急
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激に悪化95年には32％にまで達した。こうした激しいインフレーションを誘発させている直接的な
要因は政府の通貨政策に起因している。同国政府は80年代の後半の政策履行に際して通貨供給を拡
大しつづけ歳費を賄ってきたのである43。
　上述のような1980年代中ごろにおける危機的状況のなかでアルジェリア政府は経済改革を開始
（1986年）した。改革の主要な点は高度な中央集権化と厳格な計画経済の分解にあったが，原油価格
の下落により炭化水素輸出収益は急激に落ち込み，輸入も抑制（前年比で34．4％に抑制）されアルジ
ェリア経済は深刻に悪化していった。アルジェリアの対外累積債務総額は80年代後半より増加の一
途を辿り，近年では1994年298億ドル，1995年327億ドル，1996年332億ドルに至っている（図3参
照）。かかる状況のなかで1989年4月にはIMFによって自由市場改革による厳格なる調整プログラ
ムが表明され1989年に4億8000万SDR，1991年には3億SDRの融資が行われ，また91年には
IMFとの協定にもとついて通貨の22％の切り下げを発表した覗。1995年5月にはIMF　（Extemal
Fund　Facility）と条約を結び，対外債務320億ドルのリスケジュールを行い，さらに180億ドルのコ
ンセッショナルターム（concessional　terms）による新規ローンを行った45。　IMFによると，経済の
自由化と市場の確立を目的とする構造改革手段は「場合によっては，スケジL一ル外でも，力ずくで
履行される必要がある」とし，政策はディナールの変動為替レートへの移行，対外貿易の自由化，奨
励金の削減，予算の赤字撤廃を包含するものである46。結局，1998年アルジェリア経済政策は最終的
にIMFスタンダードの安定化政策下のスケジュールにはいりその調整段階へと移行している。
結語
　マグレブ諸国は現在，グローバルとリージョナルという二つの世界経済における統合プロセスのな
かで様々な問題に直面している。マグレブ諸国における改革概念は，EUや国際金融組織（IMF・世
銀）からの増大するプレッシャーを受けながら，外部からの要求と調和の方向を見せ，他方で現地政
府は，市場自由主義の万能性の追求にためらいを感じてきている。皿で論じてきた通り，外国直接投
資（FDI），輸出促進，　EUからの援助，ヨーロッパ市場へのアクセスといったマグレブ諸国の戦略
は今後も展開されていくことが予想される。いずれにせよここで明白なのはいかなる地域，国家であ
ろうとももはや孤立した存在として自国の経済諸問題の解決を図ることは不可能であり，世界経済と
の関連を相互規定的に考察していかなけれぽならないということである。その意味でEUの域外へ
の統合過程，とりわけ1960年代後半に始まる地中海諸国経済圏に対する地域統合の道程は，現代の
リージョナリズムの進展を論考する上で多くの問題を提起している。本論では地中海諸国のなかでも
マグレブ三力国との経済関係を中心にして論じてきたわけだが，今後も同三力国の研究を深めていく
とともに他の地中海諸国の経済関係を分析し，EU・地中海諸国の提起するリージョナリゼーショソ
の現代的意義を論究することを課題としたい。
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1モロッコ，アルジェリア，チュニジア，エジプト，シリア，レパノソ，ヨルダン，イスラエル，パレスチナ自’
　治政府，マルタ，キプロス，トルコを示す。
2Ulrike　Hauer，　Noel　Coghlan，　Michael　Green　and　Andrea　Mogni（1997），‘‘Trade　with　the　Mediterranean　coun・
　tries”，　EUROPEAIV　ECO　VOM】r，　voL　3　p．48．
3EUによる新地中海政策はEU・地中海諸国会議のほかに，　MEDINVEST（中小企業の発展促進），　Ma血
　（The　Marin－Brittan－Van　Den　Broek）（政治的対話を通した平和秩序の構築），　The　Cannes　European　Council
　（EU・地中海パートナーシップ構想，金融支援の具体化）等，様々な政策が履行されている。詳細は以下を参
　照のこと。
　　Lionel　Fontagn6　and　Nicolas　P6tidy（1997），　The　EU　and　the　Maghreb，（Paris：OECD），pp．62－5．
41shac　Diwan　and　Lyn　SqUire（1992），“Economic　and　socia1　development　in　the　Middle　East　and　North　Africa”，
　DiScussion　paper　series，　No　6．　October．
5部門別の援助額の内訳は以下の通りである。
（億ECU）
1．経済改革支援（support　for　economic　transition）
　一事業部門
　　・近代化，復興，民営化指導（規制枠組みの改善も含む）
　　・リスク負担資本
　　・職業・管理教育
　　・長期ローソ
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3．地域統合支援
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　ーその他地域的プロジェクト
（出所）Bulletin　of　the　European　Union　Supplement　2／95，　European
　　　　Commission．より作成。
6“rtrenghening　the　Mediterranean　policy　of　the　European　Union：Establishing　a　Euro・Mediterranean　partner－
　ship”．　Bulletin　Of　the　EuroPean　Union　Supplement　2／95，　European　Commission．　pp．32－33．
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8ChevanierとKεbabdjianはEUと比して地中海諸国のもつ四つの・・ソディキャップとして①社会的政治的な
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　　Agn6s　Chevallier　and　G6rard　Kebabdjian（1996），‘‘L’euro－m6diterran6e　entre　mondialisation　et　r6gionalisa・
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　転換効果を志向したものと考えられる。ローレンス（Robert　Z　Lawrence）によると，とりわけイスラエル，
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　U㎞ke　Hauer　et　a1（1997），op．　cit，　p．40，　p．202．
14‘‘ke　partenariat　euro・m6diterran6en”MarchdS　Tropicaux．20　jκin　1997．　p．1354．
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17・ミンドウェルはレギュラシオン学派の立場にたち，SSAアプローチ（Social　StructUre　of　AccumUlation）を主
　張している。なおレギュラシオン学派に関しては注38を参照のこと。
　　Dirk　Vandewane，　ibid．，　p．96．
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